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 論文内容の要旨
 本論文は, イギリス, ドイ ツ, 日本の借家法に関する比較歴史社会学的な考察を通 して,
 現代国家における政策と法の間の相互交錯の様相を分析・検討した研究である。 その骨子
 は以下の通りである。
 (1) 先ず序論において, 本論文は, 考察の出発点, 課題と分析視角を提示 している。
 本論文の出発 点となる問題関心は, 現代の法現象を特色づけている一般条項の進出傾向で
 ある。 かような傾向に法社会学的分析を加えるための考察の素材として, 本論文は, 労働
 法や経済法と並んで一般条項の進出が最も顕著に観察される借家法という法領域を選び
 出し, 日本, イギリス, ドイ ツの借家法が, 次のように規範構造上輿味深い相違を示して
 いるという点を視座の中心に据える。 即ち, 日本の借家法では, 「正当事由」 や 「相当家
 賃」 といった一般条項を活用 して極めて利害調整的な性格の強い借家規制が行われている
 のに対して, イギリスは, 一九八O年代の末にそれまでの借家規制を廃止 して, 契約自由
 という r透明なルール」 に復帰しており, 更に ドイツでは, 日本と同様に借家規制を行い
 つつも, 日本と比べると相対的に明確な規範構造を実現している。 三ヶ国の借家法の規範
 構造にみられるかような相違を規定している諸要因の解明が, 本論文の課題である。 この
 課題を遂行するために本論文の採用 している分析視角は, 次の二つである。 第一は, 「住
 宅政策イ デオロ ギーの類型」 とこの政策イ デオロギーに対する 「借家法の整合性・自律性」
 という, 二つの変数である。 住宅政策イデオロギーとしては, 社会賃貸部門を民間借家部
 門から隔離するデュアリ ズムと, 社会賃貸部門と民間借家部門との積極的統合を押 し進め
 るユニタリズム, という対照的な政策の類型が浮かび上がるが, かような住宅政策と借家
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 法とを関係づけるとき, デュアリ ズムの国で借家規制に敵対的な借家法が成立 した り, ユ
 三夕リズムの国で借家規制に親和的な借家法が生まれると, 支配的な住宅政策イ デオロギ
 ーとの整合性が保たれているが, そうではない場合は, 自律的な法制度となっている点に
 注目する必要がある。 第二は, 近年の歴史社会学において発展してきた 「経路依存性 (path
 dependency)」 という概念を用いて, 三ヶ国の借家法の一九世紀末からの歴史的展開過程
 を分析 し, 各国の借家法の発展にみられる経路依存的な性格を解明しようとするものであ
 る。
 (2) かような分析枠組みに基づき, 第一部では, デュアリズムの典型的なパターンを
 示しているイ ギリスを取り上げている。 第一章では, 公営住宅制度の成立と展開過程を一
 九世紀末からサ ッチャー政権成立の一九七九年までの期間について検討することにより,
 デュアリズム政策の成立過程と基本性格を明らかにしている。 第二章では, 一九七〇年末
 までのイ ギリスの借家法の展開が検討されており, そこでの借家法が, デュアリズム政策
 の下で借家規制の強化と緩和 を繰り返すという, 振幅の激 しい展開をみせている経緯を浮
 かび上がらせている。 第三章では, サッチャー政権下での住宅政策と借家法の展開に目を
 向け, そこでの住宅政策が, 公営住宅部門の縮小と借家規制の緩和を計っている点に鑑み
 て, デュアリ ズムの鈍化徹底とそれに整合的な借家法の展開がみられることを明らかにし
 ている。
 (3) 第二部は, ドイ ツにおける借家法と規範構造の分析にあてられている。 第一章は,
 一九世紀から現在に至る ドイ ツ住宅政策の展開過程を明らかにしている。 即ち, ドイツで
 は, イギリスの公営住宅制度中心主義に対 して, 民間の住宅建設に対する公的資金援助に
 重点を置くという特色が見られ, 全体と して, 社会賃貸部門と民間賃貸部門を統合するユ
 ニタリ ズム政策の特徴を示 している。 第二章と第三章は, 一九七〇年代を経て現在に至る
 までの借家法の規制のあり方を検討し, 紆余曲折もみられるが, ドイツでは概ね, 借家人
 保護のための明確な規制が踏襲されており, 特に一九七〇年代以後は, 住宅政策上の関連
 制度との機能分担をも加味した形で, 相対的に明確な規範構造が実現されており, ユニタ
 リ ズムに整合的な借家法の展開がみられる, という結論に達している。
  (4) 終章は, 利害調整的性格の強い日本の借家法を考察対象と して取り上げている。
 先ず, 日本の裁判所が, 正当事由や相当家賃といった一般条項を積極的に運用 して強力な
 借家規制を行っている状況を, 最近の裁判実務のなかで浮き彫りにし, さらに現行法の立
 法経過を検討することによって, 日本の借家法の基本構造が利害調整性・裁量性の強さと
 いう特色を有 しているという点に注目する。 こう した特色が生 じた理由は, イ ギリ ス・ ド
 イ ツとの対比のもとに次の如く説明することができる一目本は, デュアリ ズムの住宅政策
 に立脚 しつづも, イ ギリスと は異なつ て住宅問題 を緩和するために強 い借家規制 を維持 し
 ている一方, ドイ ツとは異なり, 借家建設援助や住居費援助, あるいは行政的な土地利用
 規制制度な どが未整備であるため, 本来それらの制度のなかで処理されるべき 問題 を借家







 構造が必然的に生じてきた。 以上の考察にもとづき, 日本の借家法は, デュアリズムの住
 宅政策のもとでも, 政策整合的な借家規制の自由化という方針をとらず, r正当事由」 や
 「相当家賃」 といった一般条項を司法上積極的に運用することによる強力な借家規制とい
 う行き方を採用 し, 借家法の自律性という独自の規範構造を招来するに至った, という結
 論に到達する。
 論文審査結果の要旨
 本論文は, 以上のように, 住宅政策イデオロギーの類型的相違と借家法の整合性・自律
 性という二つの変数の視角の上に, 歴史的経路依存性という視点を盛り込みながら, 現代
 における一般条項の進出の背景となっている規範構造の特色を比較法的歴史的に解明 し
 た意欲的な作品であるが, 次の諸点で他の法社会学の研究には見 られない特色を有 してい
 る。
 (1) 近年の法社会学においては, 国家法以外の様々な レベルにおける法の多様な現象
 形態に着目する法多元主義の立場に立つことにより, 国家法を相対化させると同時に, 法
 過程のミクロ的な分析に一面的に焦点を絞った理論や方法を展開する傾向が目立ってい
 る。 本論文は, こう した傾向において見落とされがちであった国家と法の関係 というマク
 ロ的構造を視野に取り込むことにより, 借家の明け渡しや家賃増額といった, 社会構成員
 にとって最も日常的でかっ身近な紛争を処理するための法的基準が, 実は国家政策のあり
 方に よって影響を受けており, 最終的には国家像の選択に依存 していることを示すことに
 よって, マクロ的分析とミクロ的分析とを有意義な仕方で結合させている。 こう した対極
 的な分析の結合は, 鋭い問題意識と幅広い背景的知識, 緻密な分析力と豊富な資料の周到
 な渉猟に支えられてはじめて可能となる作業であるが, 本論文は, ルーマンや トイ プナー
 の法社会学的視野を取り込み, かつ歴史社会学の手法を駆使することによって, そうした
 結合の鮮やかな成功例を示 し, 法社会学の新たなあり方の基礎を築いている。
 (2) 一般条項についての従来の研究は, 言語学的論理的な分析対象としてこれを抽象
 的に論じるか, または一般条項の柔軟性というメリット面もしく は一般条項の恣意的運用
 の危険性というデメ リッ ト面のいずれかを強調する立場から規範的な議論 を行うか, のい
 ずれかが多かった。 そのため, 現代における一般条項の進出傾向を, それを包み込む規範
 構造のなかで受けとめ, 規範構造のマクロ的相違を政治的社会的背景にまで遡って追究す
 ることにより一般条項の捉え直しを図る法社会学的研究は, 学界の課題であったといえよ
 う。 本論文は, 借家法という具体的な法領域に即 して, 一般条項進出の社会的政治的背景
 や規範構造の違いをもたら した社会 的政治的要因を解明することによ り, 従来 の研究にお
 いて手薄であった側面を補うと共に, 法律学方法論と法社会学との連結のあり方として,
 一つの有意義な可能性を示唆 している。 本論文は, かような視角に拠って立つ研究成果と
 して, 目本における借家法の独特の構造を説得的に解明しているが, このことが, 立法論
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 であれ, 解釈論であれ, 日本の借家法をめ ぐる様々な レベルでの議論にも大きな刺激をも
 たらすことはいうまでもない。
 以上の理由から, 本論文は, 現代における一般条項の法社会学的研究のあり方に新生面
 を切り開く 一つの試みと して高い評価に値するものである。
 なお, 本論文提出者は, 本論文の他にも数多くの労作を発表して, 学会における中堅者
 として活躍している。 また, 本論文においては, 我が国及びイギリスの論文, 更にはドイ
 ツの論文を多数参照・検討しており, その引用は正確である。 本論文提出者が, 英語, ド
 イツ語などの外国語について十分な学力を備えるものであることは, 本論文やその他これ
 までに公表された数々の論文から, 十分に窺うことができる。 従って, 本論文提出者は,
 本論文に関する専攻科目及び外国語に関し, 東北大学大学院博士課程後期3年の過程を経
 て学位を授与される者と同等以上の学力があると認める。
 以上によって、 本論文提出者は、 博士 (法学) の学位を授与されるに値するものと認め
 る。
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